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第２ 審査の結果 

   審査に付された健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基礎となる

事項を記載した書類が適正に作成されているものと認められた。 

第３ 各比率について 

   健全化判断比率及び資金不足比率は次のとおりである。 

【健全化判断比率】                        （単位：％） 

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
早期健全化

基   準

財政再生 

基  準 

実 質 赤 字 比 率 ― ― ― ― ― 13.05 20.0

連 結 実 質 赤 字 比 率 ― ― ― ― ― 18.05 30.0

実 質 公 債 費 比 率 8.9 6.7 5.9 5.1 4.7 25.0 35.0

将 来 負 担 比 率 ― ― ― ― ― 350.0

（注）１．実質赤字額、連結実質赤字額が発生していない場合は「－」で表示した。 

   ２．実質公債費比率は３か年平均である。 

   ３．将来負担比率に係る財政再生基準はない。 

   ４．将来負担比率がマイナスとなる場合は「－」で表示した。 

   ５．早期健全化基準及び財政再生基準の数値は、各健全化判断比率に対する地

方公共団体の財政の健全化に関する法律等で定められた数値である。 

【資金不足比率】                         （単位：％） 

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
経営健全化

基   準

水 道 事 業 会 計 ― ― ― ― ― 20.0

下 水 道 事 業 会 計 ― ― ― ― ― 20.0

病 院 事 業 会 計 ― ― ― ― ― 20.0

（注）１．資金不足が生じていない場合は「－」で表示した。 

   ２．経営健全化基準の数値は、資金不足比率に対する地方公共団体の財政の健

全化に関する法律等で定められた数値である。 
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（１）実質赤字比率 

平成２９年度の実質赤字比率は、対象会計である一般会計において実質収支

が黒字となり、実質赤字額が生じないため、算定されない。このため、該当数

値なしを意味する―（ダッシュ）表示となっている。なお、参考として黒字額

の比率をマイナス数値で示すと△3.35％（前年度△3.61％）となっている。 

（注）実質赤字比率とは、一般会計等を対象として、実質赤字額の標準財政規

模に対する比率である。 

〇一般会計等の実質収支額               （単位：千円、△：減） 

項    目 平成２８年度 平成２９年度 増  減 

歳   入 一般会計 ① 19,892,511 20,516,721 624,210

歳   出 一般会計 ② 19,448,299 20,050,886 602,587

翌年度へ繰り越すべき財源 ③ 13,180 59,937 46,757

実質収支額    ①－②－③ 431,032 405,898 △25,134

〇標準財政規模                    （単位：千円、△：減） 

項    目 平成２８年度 平成２９年度 増  減 

標準税収入額 7,736,102 7,935,407 199,305

普通交付税額 3,379,917 3,327,286 △52,631

臨時財政対策債発行可能額 810,435 824,744 14,309

計 11,926,454 12,087,437 160,983

（注）標準財政規模とは、地方公共団体の標準的な状態で通常収入が見込まれる

経常一般財源の規模を示すものである。 

実質赤字比率（―）％ ＝
一般会計等の実質赤字額（―） 

×100 
標準財政規模 12,087,437 千円 
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（２）連結実質赤字比率 

    平成２９年度の連結実質赤字比率は、連結実質赤字額が生じないため、算定

されない。このため該当数値なしを意味する―（ダッシュ）表示となっている。

なお、参考として黒字額の比率をマイナス数値で示すと△33.62％（前年度△3

3.23％）となっている。 

（注）連結実質赤字比率とは、一般会計のほか特別会計（公営企業会計を含

む。）を含めた全会計を対象として、実質赤字額又は資金の不足額の標準

財政規模に対する比率である。                   

〇連結実質収支額  一般会計のほか特別会計（公営企業会計を含む。）を含めた全 

会計 

（単位：千円、△：損失、減） 

会      計 
実質収支額又は資金剰余（不足）額 

平成２８年度 平成２９年度 増  減 

一般会計等 一般会計 431,032 405,898 △25,134

一般会計等以外

の特別会計のう

ち公営企業に係

る特別会計以外

の会計 

国民健康保険特別会計 101,124 77,768 △23,356

後期高齢者医療特別会計 12,179 12,057 △122

介護保険保険事業特別会計 87,948 37,383 △50,565

介護保険サービス事業特別会計 △19,041 － 皆減

公営企業会計

水道事業会計 2,810,382 2,928,615 118,233

下水道事業会計 119,753 124,555 4,802

病院事業会計 420,137 477,782 57,645

計 3,963,514 4,064,058 100,544

※ 介護保険サービス事業特別会計は 28 年度をもって終了している。 

連結実質赤字比率（―）％ ＝
連結実質赤字額（―） 

×100 
標準財政規模 12,087,437 千円 
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（３）実質公債費比率 

平成２９年度の実質公債費比率は 4.7％となっており、前年度に比べ 0.4 ポイ

ント低下し、早期健全化基準 25.0％を下回っている。 

地方債発行については協議団体となる 18％未満となっており良好な状態を示

している。 

（単位：％） 

実質公債費比 

率（単年度） 

実 質 公 債 費 比 率 （３か年平均） 

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

平成２３年度 11.9

8.9平成２４年度 7.8

6.7平成２５年度 6.9

5.9平成２６年度 5.3

5.1平成２７年度 5.4

4.7平成２８年度 4.6

平成２９年度 3.9

  （注）実質公債費比率とは、一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金

の標準財政規模に対する比率である。通常、３か年の平均値を使用する。 

  ◇平成２９年度の実質公債費比率（単年度） 

実質公債費比率 3.9％ ＝ 
（Ａ＋Ｂ）－（Ｃ＋Ｄ） 

×100 
Ｅ－Ｄ  

＝ 
（1,921,725 千円＋1,198,528 千円）－（262,429 千円＋2,474,625 千円）

×100
12,087,437 千円－2,474,625 千円 

Ａ 地方債元利償還金  

Ｂ 準元利償還金  

Ｃ 特定財源  

Ｄ 元利償還金及び準元利償還金に係る基準財政需要額算入額  

Ｅ 標準財政規模  
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（４）将来負担比率 

    平成２９年度の将来負担比率は、充当可能基金額、特定財源見込額及び地方

債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額の合計額が、将来負担額を上回る

ため、比率は算定されない。このため、該当なしを意味する―（ダッシュ）表

示となっている。なお、参考として本比率をマイナス数値で示すと△85.8％と

なる。 

◇平成２９年度の将来負担比率 

（注）将来負担比率とは、一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政

規模に対する比率である。 

将来負担比率（―） ＝ 
Ａ－（Ｂ＋Ｃ＋Ｄ） 

×100 
Ｅ－Ｆ  

＝ 
33,323,238 千円－(12,326,441 千円＋1,889,023 千円＋27,359,571 千円）

×100
12,087,437 千円－2,474,625 千円 

Ａ 将来負担額  

Ｂ 充当可能基金額 

Ｃ 特定財源見込額 

Ｄ 地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 

Ｅ 標準財政規模 

Ｆ 元利償還金及び準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 
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〇将来負担額                      （単位：千円、△：減） 

項      目 平成２８年度 平成２９年度 増  減 

一般会計等の前年度末地方債現在高 20,452,542 21,873,499 1,420,957

債務負担行為に基づく支出予定額 0 0 0

一般会計等以外の特別会計に係る地方債

の償還に充てる一般会計等からの繰入見

込額 

10,392,652 9,720,648 △672,004

組合等の地方債の償還に係る地方公共団

体の負担等見込額 
1,364,693 944,990 △419,703

退職手当支給予定額に係る一般会計等負

担見込額 
642,083 784,101 142,018

市が設立法人の負債の額等に係る一般会

計等の負担見込額 
0 0 0

連結実質赤字額 0 0 0

組合等の連結実質赤字額相当額に係る一

般会計等の負担見込額 
0 0 0

計 32,851,970 33,323,238 471,268
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（５）資金不足比率 

    平成２９年度の３会計の資金不足比率は、３会計とも資金不足が生じていな

いため、比率は算定されない。このため該当数値なしを意味する―（ダッシ

ュ）表示となっている。なお、参考として黒字額の比率をマイナス数値で示す

と水道事業会計で△266.9％(前年度△258.6％）､下水道事業会計で△14.7％

（前年度△14.2％）、病院事業会計で△27.1％（前年度△27.3％）になってい

る。 

   ◇資金不足比率     

（注）資金不足比率とは、公営企業会計ごとに算定した資金の不足額のそれぞ

れの事業の規模に対する比率である。 

 水道事業会計 

 資金不足比率（―）％ 
＝ 

資金の不足額（―） 
×100 

事業の規模 1,097,403 千円 

 下水道事業会計 

 資金不足比率（―）％ 
＝ 

資金の不足額（―） 
×100 

事業の規模 849,529 千円 

 病院事業会計 

 資金不足比率（―）％ 
＝ 

資金の不足額（―） 
×100 

事業の規模 1,762,121 千円 

資金の不足額＝（流動負債＋建設改良等以外に充てた地方債現在高－流動資産）

                        －解消可能資金不足額 

事業の規模 ＝ 営業収益の額 － 受託工事収益の額  



 - 9 -

〇資金の不足額 

                    （単位：千円、△：減） 

区     分 平成２８年度 平成２９年度 増  減 

水

道

事

業

会

計

流動負債        ａ 366,373 240,582 △125,791

控除企業債等      ｂ 28,067 28,974 907

控除引当金等      ｃ 5,284 － 皆減

算入地方債       ｄ 0 0 0

流動資産        ｅ 3,142,130 3,140,223 △1,907

貸倒引当金       ｆ 1,274 － 皆減

解消可能資金不足額   ｇ 0 0 0

資金の不足額 a-b-c+d-e-f-g △2,810,382 △2､928,615 118,233

下

水

道

事

業

会

計

流動負債        ａ 1,601,039 1,585,314 △15,725

控除企業債等      ｂ 1,266,381 1,283,535 17,154

控除引当金等      ｃ 4,448 － 皆減

算入地方債       ｄ 0 0 0

流動資産        ｅ 448,208 426,334 △21,874

貸倒引当金       ｆ 1,755 － 皆減

解消可能資金不足額   ｇ 0 0 0

資金の不足額 a-b-c+d-e-f-g △119,753 △124,555 4,802

病

院

事

業

会

計

流動負債        ａ 289,685 392,132 102,447

控除企業債等      ｂ 54,167 96,338 42,171

控除引当金等      ｃ 133,426 － 皆減

算入地方債       ｄ 0 0 0

流動資産        ｅ 522,189 773,576 251,387

貸倒引当金       ｆ 40 － 皆減

解消可能資金不足額   ｇ 0 0 0

資金の不足額 a-b-c+d-e-f-g △420,137 △477,782 57,645

（注）各年度の資金の不足額の数値は、マイナスの場合は黒字を示している。 
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第４ 結 び 

当年度の本市における健全化判断比率及び資金不足比率は、いずれも早期健全

化基準及び経営健全化基準を下回っており、引き続き良好な状況にある。 

また、一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対

する比率を示す実質公債費比率は、単年度比率、３か年比率ともに前年度に比べ

低下している。 

しかしながら、今後予定される小中一貫校の建設等、大規模な投資的経費の増

加や、交付税算入のない起債発行の増加などが続けば、将来負担比率等に影響を

及ぼすものと見込まれる。 

引き続き長期的展望に立ち、実質公債費比率等各比率の動向を見極め、各世代

の負担が公平となるよう、業務の有効性、効率性、必要性を検討しながら、健全

でバランスのとれた財政運営をお願いしたい。 

≪一般会計等≫ 

 地方公共団体の会計のうち、地方公営企業会計（公営企業会計、収益事業会

計、国民健康保険事業会計、介護保険事業会計等）以外のものが該当し、地方財

政統計で用いられている普通会計とほぼ同様の範囲である。本市の場合は、一般

会計等は一般会計のみとなる。 


